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決算の概要（対前年度）
(単位︓百万円、倍)

連単倍率単 体連 結
2023
(実績)

2022
(実績)

増減率増減2023
(実績)

2022
(実績)増減率増減2023

(実績)
2022
(実績)

1.051.05+5.7％12,226225,609213,383+5.8％12,876236,394223,517売 上 高

3.39ー－51,6101,027△50,582－51,8883,481△48,406営 業 利 益

6.63ー－50,632387△50,245－51,3672,568△48,799経 常 利 益

1.99ー－47,1351,200△45,934－47,8482,391△45,457当 期 純 利 益

【 費用 】

 電気事業において、燃料価格の下落などによる燃料費や他社購⼊電⼒料の減少
 電気事業において、具志川⽕⼒発電所の⽯炭揚炭設備損壊に伴う固定資産除却費の増加

【 収益 】
 電気事業において、電気料⾦改定などによる売上高の増加

※ 親会社株主に帰属する当期純利益

※ ※

連結・単体ともに6年ぶりの増収増益（2年ぶりの⿊字）
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【参考】 連結経常利益の主な変動要因
（億円）

△487

25

2023年度
経常利益

電気料⾦⾒直し
の影響

需給関連費用
の減

+281

他社販売電⼒
収入の減

△124

+447

2022年度
経常利益 +513

■燃料費の減 △242
■他社購⼊電⼒料の減△205

■修繕費の増 +17
■減価償却費の増 +15
■固定資産除却費の増 +15

修繕・減価償却
・固定資産除却費

の増 その他

△47
△45



4

決算の概要（対１月公表値）
（単位︓百万円）

【 対 1月公表値 】

単 体連 結

増減率
（対1月公表値）

2023
実績

2023 公表値増減率
（対1月公表値）

2023
実績

2023 公表値

1月公表10月公表8月公表5月公表1月公表10月公表8月公表5月公表

△0.5%225,609226,800228,800222,600222,900△0.5%236,394237,500240,300234,400234,700売 上 高

△61.9%1,0272,7003,0004,0005,700△8.4%3,4813,8004,1005,1006,800営 業 利 益

△80.6%3872,0002,0003,0004,500△17.2%2,5683,1003,1004,1005,600経 常 利 益

△29.4%1,2001,7001,7002,4003,500+8.7%2,3912,2002,2002,9004,000当 期 純 利 益

※親会社株主に帰属する当期純利益

※ ※※

 電気事業において、販売電⼒量の減少による電灯電⼒料の減少
 電気事業において、燃料費や他社購⼊電⼒料における円安影響などによる費用の増加
 連結⼦会社において、営業利益の増加

※※
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(単位︓百万kWh、%)

販売電⼒量の動向
■ 販売電⼒量 ( 対前年度比較 )

【 参考 】 発受電電⼒量 (単位︓百万kWh)

増減率増減2023
(実績)

2022
(実績)

△4.5△1282,7142,842電 灯
+0.4+204,2514,231電 ⼒

△1.5△1086,9657,073合 計

増減率増減
2023期末2022期末

構成比電⼒量構成比電⼒量

△23.7%△76934.2%2,47044.1%3,239⽯ 炭

自

社

+2.7%+2714.1%1,01613.4%989⽯ 油
+20.0%+33027.5%1,98122.5%1,651L N G

△7.0%△41275.8%5,46780.0%5,879計

+19.0%+28024.2%1,75020.0%1,470そ の 他

△1.8%△132100.0%7,217100.0%7,349合 計

■ 発受電実績
・ 発受電電⼒量は前年度比 1.8%減の 7,217百万kWh
・ ⽯炭⽕⼒（⾃社）発電電⼒量は前年度比 23.7%減
・ ⽯油⽕⼒発電電⼒量は前年度比 2.7%増
・ LNG⽕⼒発電電⼒量は前年度比 20.0%増

節電影響や他事業者への契約切り替えなどによる需要減
により、前年度を下回った

■ 電 灯

節電影響や産業用における需要減があったものの、業務用
において他事業者から当社への契約切り替えや、新型コロナ
ウイルスの影響からの回復による需要増により、前年度並み
となった

■ 電 ⼒
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単体 – 収支増減要因
主な増減要因増減率増 減2023

(実績)
2022
(実績)

販売電⼒量の減 △2,387 販売単価の増 +90,637
燃料費調整制度の影響 △89,914

（燃料価格下落等の影響 △64,197、電気料⾦激変緩和対策の値引き △25,717）
△1.0％△1,664169,798171,462電 灯 電 ⼒ 料

経
常
収
益

電気料⾦激変緩和対策の補助⾦ +25,717 他社販売電⼒料 △12,468+30.3％+13,23656,92243,686そ の 他 収 益
(+5.7％)(+12,226)(225,609)(213,383)( 売 上 高 )

+5.4％+11,572226,721215,148計
+0.4％+6517,01916,954人 件 費

経

常

費

用

数量要因 △12,149
単価要因 △13,367 ( CIF差 △28,008 為替レート差 +4,984 期首在庫影響 +9,658 )△20.4％△24,25194,426118,678燃 料 費

配電 +1,024（ 台⾵復旧 +697 ） 内燃⼒ +821+9.3％+1,71620,10018,383修 繕 費
汽⼒ +795 内燃⼒ +295+8.1％+1,50119,99518,493減 価 償 却 費

⽕⼒ △12,425 再エネ交付⾦控除による影響 △7,107△33.8％△20,52140,26960,790他 社 購 ⼊ 電 ⼒ 料

平均利率差 +294 平均残高差 +241+50.5％+5351,5971,062支 払 利 息
△1.0％△757,5547,630公 租 公 課

固定資産除却費 +1,552（具志川⽕⼒揚炭機除却 +2,020 ）+8.4％+1,96725,36823,400そ の 他 費 用

(△14.9％)(△39,384)(224,581)(263,965)( 営 業 費 用 )

△14.7％△39,060226,334265,394計

(－)(+51,610)(1,027)(△50,582)( 営 業 利 益 )

－+50,632387△50,245経 常 利 益
－+50,632387△50,245税 引 前 当 期 純 利 益
－+3,497△813△4,310法 人 税 等
－+47,1351,200△45,934当 期 純 利 益

(単位︓百万円)
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単体 – 諸元の推移・変動影響額

※2 為替、CIF（原油・⽯炭）の変動影響額は⾃社分のみ
※3 LNGへの影響分を含む

主要諸元

増減率2023
（実績）

2022
（実績）

△16.3%86.0102.7$/bbl原油CIF価格

△44.5%192.5346.8$/t⽯炭CIF価格 ※1

+6.7%144.6135.5円/$為替レート

変動影響額
2023

（実績）
2022

（実績）
6.95.11$/bbl原油CIF価格 ※2,3

1.81.91$/t⽯炭CIF価格 ※2

6.48.61円/$為替レート ※2

4.40.01%需要

0.30.51%⾦利

（単位︓億円）

※1 ⽯炭は⾃社のCIF価格
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増減率増 減2023
(実績)

2022
(実績)

+5.8%+12,876236,394223,517売 上 高

－+51,8883,481△48,406営 業 利 益

－+51,3672,568△48,799経 常 利 益

－+47,8482,391△45,457当 期 純 利 益

■ 売上高は、236,394百万円（ +12,876百万円 ）
（ 増加要因 ）

・ 電気事業における売上高の増
■ 営業利益は、3,481百万円（ +51,888百万円 ）

（ 増加要因 ）
・ 電気事業における売上高の増
・ 電気事業における燃料費の減
・ 電気事業における他社購⼊電⼒料の減

■ 経常利益は、2,568百万円（ +51,367百万円 ）
■ 当期純利益は、2,391百万円（ +47,848百万円 ）

連結 –収支増減要因

■ 「その他」においては、グループ内向け工事の増やESP事
業の増などによる売上高の増

セグメント別実績 (相殺消去前)

※

※

(単位︓百万円)

(単位︓百万円)

※親会社株主に帰属する当期純利益

その他建設業電気事業

34,87724,617225,609売 上 高
（+2,884）（+417）（+12,226）( 対 前 年 度 増 減 )

11,9094,625219,859う ち 外 部 向 け
（+1,315）（△218）（+11,780）( 対 前 年 度 増 減 )

2,2111,0081,027営 業 利 益
（+607）（△192）（+51,610）( 対 前 年 度 増 減 )

■ 「建設業」においては、⺠間工事の減があったものの
グループ内向け工事の増による売上高の増
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会社別 収支一覧

※親会社株主に帰属する当期純利益

（単位︓百万円）

2022 2023 2022 2023 2022 2023 2022 2023
（実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績）

213,383 225,609 +12,226 △50,582 1,027 +51,610 △50,245 387 +50,632 △45,934 1,200 +47,135

 ㈱沖電工 22,282 22,321 +39 1,010 805 △205 1,073 852 △220 745 596 △149

 沖電企業㈱ 4,788 5,902 +1,113 3 181 +178 27 205 +177 93 133 +39

 沖縄プラント工業㈱ 10,770 11,073 +303 358 788 +429 375 836 +461 307 601 +293

 沖縄電機工業㈱ 960 1,091 +130 92 102 +10 118 148 +29 82 88 +5

 沖電開発㈱ 3,923 4,371 +447 628 519 △108 592 478 △113 343 327 △16

 沖電グローバルシステムズ㈱ 2,191 2,266 +74 25 146 +120 68 156 +87 102 101 △0

 ㈱沖縄エネテック 1,273 1,124 △149 147 64 △82 154 76 △78 107 51 △56

 沖縄新エネ開発㈱ 1,127 1,100 △26 115 △8 △123 107 △19 △126 76 △15 △92

 ㈱沖設備 1,214 1,652 +437 41 133 +92 39 11 △27 27 7 △19

 FRT㈱ 1,739 1,940 +201 133 138 +5 134 142 +7 38 92 +54

 ㈱プログレッシブエナジー 4,025 4,367 +342 106 164 +57 116 164 +48 88 115 +26

 ㈱リライアンスエナジー沖縄 3,049 3,555 +506 142 173 +31 104 139 +34 80 109 +28

 調整額 △47,210 △49,982 △2,771 △627 △756 △128 △1,468 △1,012 +457 △1,617 △1,019 +599

223,517 236,394 +12,876 △48,406 3,481 +51,888 △48,799 2,568 +51,367 △45,457 2,391 +47,848

売上高

 沖縄電⼒㈱

連
結
⼦
会
社

 連結

営業利益 経常利益 当期純利益

増減 増減 増減 増減

※ ※ ※
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貸借対照表比較
（単位︓百万円）

増 減2023期末2022期末
+11,653295,880284,227連 結

有利⼦負債残高(百万円)
+9,981284,693274,711単 体

－ [△0.2 ]23.4 [ 26.4 ]23.4 [ 26.6 ]連 結⾃ ⼰ 資 本 比 率 ( % )
[ハイブリッド社債考慮後※ 2] △0.4 [△0.5 ]20.4 [ 23.7 ]20.8 [ 24.2 ]単 体

主 な 増 減 要 因増 減2023期末2022期末

+18,124498,671480,546連 結
資 産

+17,070458,330441,260単 体

+16,445418,660402,215連 結
固 定 資 産

+15,560397,155381,594単 体

+1,67980,01078,331連 結
流 動 資 産

+1,50961,17559,665単 体

+13,789379,840366,050連 結
負 債

+15,318364,792349,474単 体

△1,505294,832296,337連 結
固 定 負 債

△596280,429281,025単 体

+15,29485,00769,713連 結
流 動 負 債

+15,91484,36368,448単 体

+4,335118,830114,495連 結
純 資 産

+1,75293,53891,786単 体

有利⼦負債残高および⾃⼰資本比率の推移
※1.親会社株主に帰属する当期純利益

有利⼦負債残高 +11,653
社債 +10,000
⻑期借⼊⾦ △1,348 ( 調達 +15,890 償還 △17,238 )
短期借⼊⾦ +3,001

未払⾦ +4,963

設備投資額 +36,679 減価償却費 △21,569
固定資産除却損 △715

当期純利益※1 +2,391 配当 △272

※2.発⾏済ハイブリッド社債300億円のうち、50%を⾃⼰資本としている
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設備投資額・CF・有利⼦負債の動向
(単位︓百万円)

 税⾦等調整前当期純利益の増加

【営業活動によるキャッシュ・フロー】 +63,691百万円

以上のとおり、フリー・キャッシュ・フローは、70,175百万円の増加

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 +6,484百万円

 固定資産の取得による支出の減少

単 体連 結

増 減
2023
(実績)

2022
(実績)増 減

2023
(実績)

2022
(実績)

△2,93435,69438,629△6,16736,67942,847設備投資額

+63,32222,637△40,685+63,69125,628△38,062営業活動

C
F

+3,121△29,251△32,372+6,484△32,000△38,485投資活動
(+66,443)(△6,614)(△73,058)(+70,175)(△6,372)(△76,548)(FCF)

△65,7498,03473,783△65,5009,54375,043財務活動

+9,981284,693274,711+11,653295,880284,227有利⼦負債残高
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※ 親会社株主に帰属する当期純利益

連単倍率単 体連 結

2024
(⾒通し)

2023
(実績)増減率2024

(⾒通し)
2023
(実績)増減率2024

(⾒通し)
2023
(実績)

1.071.05△5.4％213,400225,609△3.8％227,500236,394売 上 高

1.313.39+503.3％6,2001,027+132.6％8,1003,481営 業 利 益

1.366.63－5,000387+164.8％6,8002,568経 常 利 益

1.251.99+233.2％4,0001,200+109.1％5,0002,391当 期 純 利 益

2024年度⾒通しの概要
（単位︓百万円、倍）

※

【 費用 】
 電気事業において、燃料価格の下落に伴う燃料費や他社購⼊電⼒料の減少

※

【 収益 】
 電気事業において、販売電⼒量の増加および電気料⾦改定（2023年6月）に伴う増はあるものの、

燃料費調整制度の影響等による売上高の減少

連結・単体ともに4年ぶりの減収増益
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（単位︓百万円）

（単位︓百万kWh）

■ 収支比較表

■ 販売電⼒量

単体 – 収支⾒通し 増減要因（対前年度）
増減率増減2024

（⾒通し）
2023

（実績）
+0.9%+252,7392,714電 灯

△0.3%△134,2384,251電 ⼒
+0.2%+126,9776,965合 計

+9.0%+15,201185,000169,798電 灯 電 ⼒ 料経
常
収
益

△48.7%△27,72229,20056,922そ の 他 収 益
(△5.4%)(△12,209)(213,400)(225,609)（ 売 上 高 ）
△5.5%△12,521214,200226,721計
△1.3%△21916,80017,019人 件 費

経
常
費
用

△15.7%△14,82679,60094,426燃 料 費

+4.5%+899     21,00020,100修 繕 費
+8.5%+1,70421,70019,995減 価 償 却 費

△17.3%△6,96933,30040,269他 社 購 ⼊ 電 ⼒ 料

+12.6%+2021,8001,597支 払 利 息
+3.2%+2457,8007,554公 租 公 課
+7.2%+1,83127,20025,368そ の 他 費 用

(△7.7%)(△17,381)(207,200)(224,581)（ 営 業 費 用 ）
△7.6%△17,134209,200226,334計

(+503.3%)(+5,172)(6,200)(1,027)（ 営 業 利 益 ）

－+4,6125,000387経 常 利 益

－+1,8131,000△813法 人 税 等
+233.2%+2,7994,0001,200当 期 純 利 益

 売上高は、213,400百万円（ △12,209百万円 ）
• 電灯電⼒料の増

販売電⼒量の増加および電気料⾦改定（2023年6月）に伴う増
燃料費調整制度の影響による減
（燃料価格下落等の影響 △27,900百万円

電気料⾦激変緩和対策の値引きの減少 +25,400百万円）

• その他収益の減
電気料⾦激変緩和対策の補助⾦の減（△25,400百万円）

 営業利益は、6,200百万円（ +5,172百万円 ）
（増加要因）

• 燃料価格の下落による燃料費や他社購⼊電⼒料の減
（減少要因）

• 減価償却費およびその他費用（委託費や廃棄物処理費）などの増

 経常利益は、5,000百万円（ +4,612百万円 ）

 当期純利益は、4,000百万円（ +2,799百万円 ）
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（単位︓億円）

単体 – 諸元の推移・変動影響額の⾒通し

※2   為替、CIF（原油・⽯炭）の変動影響額は⾃社分のみ
※3 LNGへの影響分を含む

※1   ⽯炭は⾃社のCIF価格

主要諸元
2024

（⾒通し）
2023

（実績）
85.086.0$/bbl原油CIF価格

160.0192.5$/t⽯炭CIF価格 ※1

146.0144.6円/$為替レート

変動影響額
2024

（⾒通し）
2023

（実績）
5.66.91$/bbl原油CIF価格 ※2,3

1.91.81$/t⽯炭CIF価格 ※2

5.36.41円/$為替レート ※2

4.84.41%需要

0.50.31%⾦利
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増減率増 減2024
(⾒通し)

2023
(実績)

△3.8％△8,894227,500236,394売 上 高

+132.6％+4,6188,1003,481営 業 利 益

+164.8％+4,2316,8002,568経 常 利 益

+109.1％+2,6085,0002,391当 期 純 利 益

連結 – 収支⾒通し 増減要因

※

■ 「建設業」は、外部向け売上高の増に伴い、売上
原価の増が⾒込まれることから、営業利益は前年
度並みの⾒込み

■ 「その他」は、外部向け売上高の増があるものの、
売上原価の増が⾒込まれることから、営業利益は
減少する⾒込み

(単位︓百万円)セグメント別⾒通し (相殺消去前)

その他建設業電気事業

36,60027,100213,400売 上 高
(+1,722)(+2,482)(△12,209)( 対 前 年 度 増 減 )

13,6007,100206,800う ち 外 部 向 け
(+1,690)(+2,474)(△13,059)( 対 前 年 度 増 減 )

1,5001,0006,200営 業 利 益
(△711)(△8)(+5,172)( 対 前 年 度 増 減 )

※ 親会社株主に帰属する当期純利益

(単位︓百万円)
■ 売上高は、227,500百万円（ △8,894百万円 ）

・電気事業において、販売電⼒量の増加および電気料⾦改定
（2023年6月）に伴う増加があるものの、燃料費調整制度の
影響などによる減

■ 営業利益は、8,100百万円（ +4,618百万円 ）
・電気事業において、燃料価格の下落に伴う燃料費や他社
購⼊電⼒料などの減

■ 経常利益は、6,800百万円（ +4,231百万円 ）

■ 当期純利益は、5,000百万円（ +2,608百万円 ）
※
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設備投資額・CF・有利⼦負債の⾒通し
(単位︓百万円)

単 体連 結

増 減
2024

(⾒通し)
2023
(実績)増 減

2024
(⾒通し)

2023
(実績)

+5,40541,10035,694+6,82043,50036,679設備投資額
+6,76329,40022,637+6,37232,00025,628営業活動

C
F

△3,649△32,900△29,251△3,700△35,700△32,000投資活動

(+3,114)(△3,500)(△6,614)(+2,672)(△3,700)(△6,372)(FCF)

△5,5342,5008,034△7,0432,5009,543財務活動

+4,607289,300284,693+4,819300,700295,880有利⼦負債残高

 税⾦等調整前当期純利益の増加
【 営業活動によるキャッシュ・フロー 】 +6,372百万円

以上のとおり、フリー・キャッシュ・フローは、増加する⾒込み

【 投資活動によるキャッシュ・フロー 】 △3,700百万円

 固定資産の取得による支出の増加
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当期・次期の配当について
当社の利益配分にあたっては、「安定的に継続した配当」を基本とし、「連結純資産配当率（DOE）2.0%以上」を

維持することとしております。

しかしながら、2022年度の⼤幅⾚字に伴い財務基盤が⼤きく毀損したことから、2025年度までの3年間を、財務基盤
の回復に注⼒するリカバリー期間として設定しました。同期間においては、段階的に配当⽔準を引き上げ、リカバリー期
間終了後に、従来配当⽔準に戻すことを⽬指していくとともに、各年度の配当額については、毀損した財務基盤の回復
と株主還元のバランスを考慮して、配当額を決定することとしております。

[当期配当⾦]
当期（2024年3月期）の期末配当⾦については、1株につき5円を株主総会にお諮りし、中間配当⾦とあわせて

1株につき年間10円を予定しております。

[次期配当⾦]
次期（2025年3月期）の配当⾦予想については、1株につき中間配当⾦10円、期末配当⾦10円、年間配当⾦

20円を予定しております。

一株あたり配当⾦
合計期末中間

10円5円5円2024年3月期

20円10円10円2025年3月期（予想）
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【参考】 財務指標の推移（単体）
20232022202120202019

225,609213,383168,078180,638194,471百万円売上高
1,027△50,58246510,0978,236百万円営業利益

21,023△32,08823,21131,58329,929百万円EBITDA

387△50,2455008,9397,321百万円経常利益
1,200△45,9346946,9535,651百万円当期純利益

0.2△11.90.12.62.2％総資産営業利益率
0.3△10.80.21.81.5％総資産当期純利益率

20.4
[23.7]

20.8
[24.2]34.136.336.8

％⾃⼰資本比率
[ハイブリッド社債考慮後 ※］

284,693274,711197,297180,549173,836百万円有利⼦負債残高

458,330441,260407,311391,496373,941百万円総資産
0.500.500.420.470.52倍総資産回転率

93,53891,786138,984142,180137,558百万円⾃⼰資本（純資産）
1.3△39.80.55.04.1％⾃⼰資本当期純利益率
0.5△23.70.35.64.2％売上高営業利益率
0.5△21.50.43.82.9％売上高当期純利益率

3.042.991.421.271.26倍D/Eレシオ

※発⾏済ハイブリッド社債300億円のうち、50%を⾃⼰資本としている
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【参考】 財務指標の推移（連結）
20232022202120202019

236,394223,517176,232190,520204,296百万円売上高
3,481△48,4062,81012,61910,326百万円営業利益

25,051△28,46826,38434,96632,711百万円EBITDA

2,568△48,7992,71711,3359,311百万円経常利益
2,391△45,4571,9598,3416,705百万円当期純利益 ※1

0.7△10.40.63.02.6％総資産営業利益率
0.5△9.80.42.01.7％総資産当期純利益率

23.4
[26.4]

23.4
[26.6]35.737.837.7

％⾃⼰資本比率
[ハイブリッド社債考慮後 ※2］

295,880284,227205,423187,335180,838百万円有利⼦負債残高

498,671480,546446,519427,031408,789百万円総資産
0.480.480.400.460.51倍総資産回転率

116,797112,610159,484161,432154,226百万円⾃⼰資本 ※3

2.1△33.41.25.34.4％⾃⼰資本当期純利益率
1.5△21.71.66.65.1％売上高営業利益率
1.0△20.31.14.43.3％売上高当期純利益率

2.532.521.291.161.17倍D/Eレシオ
※1 親会社株主に帰属する当期純利益
※2  発⾏済ハイブリッド社債300億円のうち、50%を⾃⼰資本としている
※3 連結の「⾃⼰資本」については、純資産の⾦額から⾮支配株主持分の⾦額を控除した値となっている
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本資料に記載されている将来の業績に関する記述は、推測・予測に基づくもので
あり、これらの記述には潜在的なリスクや不確定な要因が含まれています。
将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化することに
ご留意ください。


